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抄 録
京都では都心部を中心に，古くからの京町家が広く分布し，階段の勾配が一般的に急しゅんであるな

ど，在宅高齢者の屋内転倒の危険性が指摘されている．本研究では，京町屋等における高齢者の転倒・
骨折の発生状況等を明らかにすることを目的とした．京町屋割合の高い京都市東山区および中京区と，
対照地域である京都府向日市内につき，京都府府民生活部消防安全課等の協力により，転倒・転落事故
に関する救急搬送データの提供を得た．また，京町家に関するデータは京都市等から，各地域の高齢者
人口や世帯数等は，人口静態統計（国勢調査）等から入手した．上記3地域で，「京町家割合（京町家
件数/世帯数）」と「高齢者の転倒・転落発生率（転倒転落発生件数/高齢者人口）」を算出した上で，東
山区内の各元学区につき同様に京町家割合と高齢者の転倒・転落発生率を算出し，その相関分析を行っ
たところ，同区内では弥栄地区が，京町家割合と高齢者の転倒・転落発生率がともに突出して高いこと
等，いくつかの新しい知見が得られた．今後は同地区を対象に，質問紙調査等により，京町家割合と高
齢者の転倒・転落発生率の間の因果関係や背景要因につき，より詳細に分析していく予定である．
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Abstract

Agreatdealofattentionhasbeenpaidtoelderlypeople’sriskoffallinginkyo-machiya（traditional
housinginKyoto）,becauseoftheirsteepstairwaysandothercharacteristics.Thisstudyinvestigatesthe
relationshipbetweentheincidencerateoffallingaccidentsamongelderlypeopleandtheproportionof
kyo-machiyainrespectiveareas.Thisepidemiologicalsurveyincludedambulancetransportdatafromthe
KyotoFireDepartment,aswellasdemographicaldataobtainedfromtheKyotoCityandtheMinistryof
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我が国は現在，急速に進む少子高齢化に直面
し，総人口に占める65歳以上高齢者の割合（老
年人口割合）は2030年には28％，2050年には
32％に増大すると予想されており１），京都市内
においても，全国の政令指定都市の行政区の中
でも，最も老年人口割合の高い東山区を筆頭
に，急速なペースで高齢化が進行している．
一方，京都市街は東山区をはじめとして，第

二次世界大戦の戦災を免れた数多くの歴史的資
産を有し，京町家等の風情ある町並みとの融合
により，京都らしい奥深い景観が保たれてい
る．しかしその一方で，都心部を中心に古くか
らの町割が残り，細街路（幅員4m未満の道）
が集中する木造密集市街地が広く分布してお
り，高齢者にとってバリアフリーに配慮された
生活・居住環境が行き届いているとは，必ずし
も言い難い状況にある．特に，京町家をはじめ
とする戦後の建築基準法成立以前に建てられた
住宅は，間口が狭く奥行きが長いという特徴に
加え，階段の勾配が一般的に急しゅんで，高齢
者の転倒事故のハイリスク要因として，その危
険性が指摘されている．
他方，高齢社会白書２）によると，介護保険制

度において要介護認定となった原因の10.2％が
「転倒・骨折」であり，寝たきりを引き起こす大
きな原因の一つに挙げられている．一般に，身
体機能の低下した高齢者は転倒しやすく，しか
もこれらの人々は骨粗しょう症を合併している
ことが多いため，同時に骨折のリスクも高い．
しかしその一方で，多くの高齢者は住み慣れた
自宅に健康なまま，最期まで住み続けたいとい
う希望も強く持っている．そのような地域の高
齢者住民のニーズに応えるためには，地域の特

性に配慮しつつも高齢者個々の身体機能に応じ
た，バリアフリーの行き届いた居住環境の実現
が不可欠であるが，そのためにはその前提とし
て，自宅で生活する高齢者の転倒事故の実態を
正確に把握するとともに，事故と居住環境等の
外的要因との関連性も併せて検討する必要があ
る．
そこで本研究では，京都市東山区と，その対

照としての京都市中京区および京都府向日市を
対象地域とし，各地域内の在宅高齢者における
転倒・骨折の屋内発生率と，京町家割合の多寡
との相関関係の有無の分析を目的とし，各地域
を所轄する消防本部の協力を得て，救急搬送状
況等の調査を行った．
本研究の開始にあたっては，まず京都府府民

生活部消防安全課の協力により，京都市消防局安
全救急部救急課および対照地域である乙訓消防
組合消防本部救急課に対し，本研究にかかる協力
依頼を発出し，対象地域内における転倒・転落
ケースに関する救急搬送データのうち，1）発
生月および時間，2）年齢，3）性別，4）傷
病程度，5）意識レベル，6）家屋内の発生場
所，7）救護時のバイタルサイン等の提供を得
た．中でも，特に発生地点に関する情報につい
ては，出来る限り詳細な情報を得る方向で協議
を重ねたが，被救護者の個人情報保護の関係も
あり，最終的に元学区レベル（京都市独自の地
域行政・住民自治の単位）３）での提供となった．
当該救急搬送データ（平成24年1月1日～12
月31日）によると，65歳以上の高齢者におけ
る家屋内転倒・転落発生件数はそれぞれ175件

（東山区），270件（中京区）および144件（向
日市）であった．
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次に，対象地域内の京町家に関するデータに
関しては，京都市および財団法人京都市景観・
まちづくりセンター等が実施している「京町家
まちづくり調査」４）の公開されている集計デー
タから，各元学区内の京町家件数等のデータを
入手した．さらには，各地域の高齢者人口や世
帯数等については，人口静態統計（国勢調査）５）

等によった．
まず，東山区，中京区および向日市の間で「京

町家割合（京町家件数/世帯数）」と「高齢者の
転倒・転落発生率（転倒転落発生件数/高齢者人
口）」を算出し，その相関分析を行ったところ，
相関係数はR2乗＝0.8499と，有意な相関が認
められた．次に，東山区内の各元学区につき同
様に京町家割合と高齢者の転倒・転落発生率を
算出し，その相関分析を行ったところ，相関係
数はR2乗＝0.2199と，有意な相関は認められ
なかった．
東山区内の元学区間においては，上記のとお

り京町家割合と高齢者の転倒・転落発生率の間
に有意な相関は認められなかったが，同区内で
は弥栄地区が，京町家割合と高齢者の転倒・転

落発生率がともに突出して高いこと等，いくつ
かの新しい知見も得られた．今後は，上記の弥
栄地区において，質問紙調査等を実施すること
により，京町家割合と高齢者の転倒・転落発生
率の間の因果関係や背景要因につき，より詳細
に分析していく予定である．

結 語

京都市東山区においては，弥栄地区が京町家
割合および高齢者の転倒・転落発生率ともに突
出して高いことが明らかとなった．今後は同地
区を対象に，質問紙調査等により，京町家割合
と高齢者の転倒・転落発生率の間の因果関係や
背景要因につき，より詳細に分析していく必要
がある．
なお，本研究は京都府立医科大学医学倫理審

査委員会の承認を受け，平成25年度京都府公立
大学法人地域関連課題等研究支援費に基づき実
施された．
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